
制度の持続性を確保・月単位の負担は増 

 高額療養費制度は、ひと月に医療費機関

などに支払った医療費が高額になった場合

に、所得に応じて定められた自己負担限度

額を超えた分が払い戻される制度です。高

額療養費制度における月額の計算は、その

月の 1 日から月末まで（歴月）の期間を単

位として行われます。月をまたいで受診し

た場合は別々の月として計算され、それぞ

れの月ごとに自己負担限度額が適用されま

す。今回の改正では低所得者の方の負担に

配慮しつつ、月単位の追加負担が増え、他

方「多数回該当」の金額を維持し、新たに

「年間上限」を設けることで長期療養者や低

所得者へのセーフティネットを強化してい

ます。 

令和８年８月から次の２点が変更されます 

① 自己負担限度額上限（月額）の引上げ 

例：A さん（40 歳）年収 600 万円、８月の

総医療費 100 万円（自己負担３割） 

 自己負担限度額の計算式は 80,100 円＋

（総医療費－267,000 円）×１％で改正前で

は自己負担は 87,430 円でした。 

改正後ですと 85,800 円＋（総医療費－

267,000 円）×1％で 93,130 円となり 5,700

円増えます。 

ただし年齢や年収で自己負担額の計算式

も違ってきます。 

さらに 70 歳から 74 歳の方は所得に応じ

て外来や世帯全体の限度額が設定されてい

て、現役並み、一般、非課税など世帯で異な

っています。 

② 長期療養者に対する年間上限額の新設 

新たに年間上限額が設定され、月ごとの

自己負担額が積みあがっても、年間の上限

額に達した後は、それ以上の自己負担額に

ついては還付を受けることができます。年

間とは8月から翌年の7月までを指します。 

例：B さん 年収 500 万円 35 歳現在の年間

自己負担額は 57.3 万円のところ、改正後は

53 万円と年間 4.3 万円下がります。 

「自己負担」は短期の治療は「増加」とな

りますが、長期の治療は「軽減」になります。

高額な医療を受けた場合も年間の上限枠が

できると負担軽減される場合があります。

従業員本人やご家族がこの制度の対象にな

る場合に備え、会社でも制度の概要は把握

しておきたいですね 
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高額療養費制度の改正 

短期の治療は

自己負担増、

長期の治療は

負担減になり

ます 
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